
平成２７年における入管法違反事件について 

 平成２７年中に出入国管理及び難民認定法違反により退去強制手続を執った外国人は，１万２，２７２人で，
その国籍・地域は１０１か国・地域です。 
 そのうち不法就労事実が認められた者は，７，９７３人です。  
 
 
１ 平成２７年中に出入国管理及び難民認定法違反により退去強制手続を執った外国人は，１万２，２７２人
です（前年比１，５９６人増。）。 

２ 全国で実施した摘発の箇所数は，２，２９１か所です（前年比１８７か所減。）。 
３ 退去強制手続を執った外国人のうち，不法残留者は９，９８２人，不法入国者は７５２人です。 
  また，不法入国者のうち，航空機を利用して入国した者が５９４人，船舶を利用して入国した者が１５８
人です。 

４ 出国命令制度の対象となった不法残留者は３，５７１人です。 
５ 退去強制手続を執った外国人の国籍・地域は１０１か国・地域であり，１３年続けて中国（香港・その他 

を除く。）が最も多く，４，３１１人で全体の３５．１パーセントを占めています。 
６ 退去強制手続を執った外国人のうち，不法就労事実が認められた者は７，９７３人で，全体の６５．０パ 
ーセントを占めています。 
 不法就労の稼働場所別では，関東地区が５，９１５人で，不法就労事実が認められた者全体に占める割合 
は７４．２パーセント，次いで，中部地区が１，２０１人で，同１５．１パーセントです。 
 なお，都道府県別１位は，集計を始めた平成３年から一貫して東京都が最多でしたが，初めて，茨城県が 
１，７１４人と最多となっています。 

 



平成２７年における入管法違反事件について

１ 入管法違反事件

（１）概況〔別表１〕

平成２７年中に，全国の地方入国管理官署が出入国管理及び難民認定法（以下「入

管法」という ）違反により退去強制手続（出国命令手続を含む。以下同じ ）を執っ。 。

た外国人は，１万２，２７２人で，平成２６年と比較して１，５９６人の増加となっ

た。

違反事由別 入管法違反事件の推移
年 平成２５年 平成２６年 平成２７年

違反事由

１１，４２８ １０，６７６ １２，２７２総 数

１，１２８ ８４４ ７５２不 法 入 国

１９９ ２４９ ２６８不 法 上 陸

４９３ ４２２ ３９９資 格 外 活 動

８，７１３ ８，２７４ ９，９８２不 法 残 留

(３，５７１)（うち出国命令） （２，４７９） （２，５８７）

４３０ ３９２ ３９７刑罰法令違反

４６５ ４９５ ４７４そ の 他

（２）摘発箇所
全国の地方入国管理官署が実施した摘発の箇所数は，２，２９１か所で，平成２６

年と比較して１８７か所の減少であった。
摘発箇所数の推移

年 平成２５年 平成２６年 平成２７年

摘発先別

３，８４１ ２，４７８ ２，２９１総 数

１，０５２ ７３１ ４２４稼 働 先

１，９７４ １，０８１ １，２１４居 宅

８１５ ６６６ ６５３その他（路上等）

（３）入管法違反者の特徴〔別表１,２,３,４〕

ア 不法入国者

不法入国者は７５２人で，平成２６年と比較して９２人の減少となった。そのう

ち，航空機を利用した不法入国者は５９４人で，平成２６年と比較して４６人の減

少，船舶を利用した不法入国者は１５８人で，平成２６年と比較して４６人の減少

となった。

不法入国事件の推移
年 平成２５年 平成２６年 平成２７年

利用交通手段

１，１２８ ８４４ ７５２総 数

８２４ ６４０ ５９４航 空 機 利 用

３０４ ２０４ １５８船 舶 利 用



イ 不法残留者

不法残留者は，９，９８２人と前年を１，７０８人上回り，入管法違反者全体に

占める割合は，８１．３パーセントであり，依然として高い割合を占めている。

このうち，出国命令制度の対象となった不法残留者は３，５７１人と，不法残留

者全体の３５．８パーセントであった。

ウ 国籍・地域別

退去強制手続を執った外国人の国籍・地域は１０１か国・地域となり，国籍・地

域別では，１３年連続して中国（香港・その他を除く。以下同じ ）が最も多く，。

４，３１１人で，入管法違反者全体の３５．１パーセントを占めた。

国籍・地域別では，中国に次いでベトナム，タイ，フィリピン，韓国の順となっ

ており，これら５か国で全体の７８．２パーセントを占めている。

国籍・地域別 入管法違反事件の推移

年 平成２５年 平成２６年 平成２７年
国 籍 ・ 地 域 別
総 数 １１，４２８ １０，６７６ １２，２７２

(６，６５６) (６，３０６) (７，７００)

中 国 ４，０４４ ３，９７５ ４，３１１
(２，５０４) (２，４４８) (２，７３４)中

国 香港・その他 １９ １４ ９
(１３) (７) (６)

ベ ト ナ ム ６８８ ９５３ １，６４３
(４６６) (６２１) (１，２２３)

タ イ ６０４ ８９９ １，４７５
(３２３) (４５４) (７９８)

フ ィ リ ピ ン １，７７８ １，４１４ １，４６７
(６３７) (５１９) (５７６)

韓 国 １，３３６ ９２１ ７０４
(４７８) (３７０) (２７７)

２７１ ２６８ ５０７インドネシア
(２１０) (２１４) (４２２)

ブ ラ ジ ル ４２２ ３１６ ２９６
(３００) (２３４) (２２４)

ス リ ラ ン カ １９９ ２２２ １８２
(１７９) (２０４) (１７１)

ア メ リ カ １９２ １７５ １５７
(１３２) (１２７) (１１３)

２００ １２４ １５３ペ ル ー
(１４０) (１１７)(８６)

そ の 他 １，６７５ １，３９５ １，３６８
(１，２７４) (１，０２２) (１，０３９)

（注１） （ ）内は，男性で内数である。

（注２） 国籍・地域別順位は，平成２７年のものである。



２ 不法就労事件

（１）概況

退去強制手続を執った外国人のうち，不法就労事実が認められた者は７，９７３人

で，入管法違反者全体に占める割合は６５．０パーセントと高い割合を占めている。

国籍・地域別 不法就労事件の推移
年 平成２５年 平成２６年 平成２７年

国 籍 ・ 地 域 別
総 数 ７，０３８ ６，７０２ ７，９７３

(４，３５６) (４，１６０) (５，１６７)

中 国 ２，９０９ ２，８１９ ３，２６６
(１，９４３) (１，８６９) (２，１６６)中

国 香港・その他 １ － ２
(１) (－) (－)

タ イ ４４２ ６８１ １，２１５
(２７２) (３８４) (６９９)

ベ ト ナ ム ４６１ ７０１ １，１６０
(３１２) (４５４) (８７３)

フ ィ リ ピ ン ９６８ ７６３ ７５６
(３９４) (３０８) (３４１)

韓 国 ８６６ ６０６ ４３５
(３１１) (２３７) (１６７)

インドネシア ２３３ ２３１ ３９６
(１９３) (１９３) (３３８)

モ ン ゴ ル ８１ １０１ ８１
(４７) (７２) (５１)

ブ ラ ジ ル ９６ ６８ ７７
(７４) (５５) (６４)

１０７ ５９ ７３ペ ル ー
(７３) (４８) (５８)

ネ パ ー ル ９７ ７５ ６８
(７８) (４７) (５１)

そ の 他 ７７７ ５９８ ４４４
(６５８) (４９３) (３５９)

（注１） （ ）内は，男性で内数である。

（注２） 国籍・地域別順位は，平成２７年のものである。

（２）不法就労者の特徴

ア 国籍・地域

不法就労者の国籍・地域は，近隣アジア諸国を中心に６２か国・地域に上った。

， ， ． ，国籍・地域別では 中国が３ ２６６人で全体の４１ ０パーセントと最も多く

以下，タイ，ベトナム，フィリピン，韓国の順となっており，これら５か国で全体

の８５．７パーセントを占めた。

イ 性別・年齢〔別表５，６〕

不法就労者の男女別は，男性が５，１６７人で不法就労者全体の６４．８パー

セント，女性が２，８０６人で同３５．２パーセントとなっており，その差は２



９．６ポイントとなっている。

年齢別で見ると，２０歳代が３，２１８人で全体の４０．４パーセントと最も

多く，以下３０歳代が２，６１９人で同３２．８パーセント，４０歳代が１，３

１０人で同１６．４パーセントを占めている。

ウ 就労期間〔別表７，８〕

就労期間別で見ると，６月以下の者が２，５６８人で，不法就労者全体に占める

割合が３２．２パーセントと最も多くなっており，平成２６年（２９．８パーセン

ト）に比べて増加し，就労期間１年以下（６月以下を含む ）の者は４，２８６人。

で，全体の５３．８パーセントとなり，平成２６年（４７．１パーセント）に比べ

て増加している。

エ 稼働場所（都道府県 〔別表９〕）

稼働場所（都道府県）別では，茨城県の１，７１４人を最多に，関東地区１都６

県（東京都，茨城県，千葉県，神奈川県，埼玉県，群馬県及び栃木県）で５，９１

５人となり，同地区が不法就労者全体の７４．２パーセントを占めている。

また，中部地区９県（愛知県，静岡県，岐阜県，長野県，富山県，山梨県，福井

県，新潟県及び石川県）が１，２０１人となり，不法就労者全体の１５．１パーセ

ントを占めている。

関東地区及び中部地区で不法就労者全体の８９．３パーセントを占める一方，全

国４５の都道府県で不法就労者の稼働が確認されている。

オ 就労内容〔別表１０〕

就労内容別では，男性は「建設作業者」が１，６２２人で最も多く，以下 「農，

業従事者」１，１１３人 「工員」８５７人の順となっている。女性は「農業従事，

者」が６３１で最も多く，以下，スナック等で働く「ホステス等接客業」が４９０

人 「工員」４８５人の順となっている。，

カ 報酬（日額 〔別表１１，１２〕）

報酬日額（月給，時給等については日額に換算したもの ）別では 「５千円を超。 ，

え７千円以下」が３，６３８人と最も多く，次いで 「７千円を超え１万円以下」，

が１，９４５人となっている。
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単位（人）

年

平成２３年 平成２４年 平成２５年 平成２６年 平成２７年

違反事由

総　数 20,659 15,178 11,428 10,676 12,272

　不法入国 2,862 1,875 1,128 844 752

　不法上陸 164 187 199 249 268

　資格外活動 542 617 493 422 399

　不法残留 15,925 11,439 8,713 8,274 9,982
(うち出国命令) (4,501) (2,587) (2,479) (2,587) (3,571)

刑罰法令違反 619 527 430 392 397

　その他 547 533 465 495 474

不法就労者 13,913 8,979 7,038 6,702 7,973

別表1　　入管法違反事件の推移
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別表２　　不法入国者数の推移

平成２３年 平成２４年 平成２５年 平成２６年 平成２７年 単位（人）

総数 2,862 1,875 1,128 844 752

航空機利用 2,105 1,437 824 640 594

船舶利用 757 438 304 204 158
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別表３　　航空機を利用した不法入国者数の国籍・地域別推移

平成２３年 平成２４年 平成２５年 平成２６年 平成２７年 単位（人）
総数 2,105 1,437 824 640 594
フィリピン 760 500 262 208 158
中国 443 263 153 112 96
イラン 96 113 55 48 61
ベトナム 12 15 10 10 33
タイ 192 100 54 40 31
その他 602 446 290 222 215
注）　中国に香港・その他は含まない。

別表４　　船舶を利用した不法入国者数の国籍・地域別推移

平成２３年 平成２４年 平成２５年 平成２６年 平成２７年 単位（人）
総数 757 438 304 204 158
中国 506 269 206 150 115
韓国 166 100 49 36 28
フィリピン 39 20 12 6 8
イラン 16 11 8 5 3
その他 30 38 29 7 4
注）　中国に香港・その他は含まない。
注）　平成２７年のその他はインドネシア・ガーナ・ベトナム・ミャンマーである。
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別表５　　不法就労者数の推移

単位（人）

平成２３年 平成２４年 平成２５年 平成２６年 平成２７年

総数 13,913 8,979 7,038 6,702 7,973

男性 7,954 5,346 4,356 4,160 5,167
女性 5,959 3,633 2,682 2,542 2,806

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

平成２３年 平成２４年 平成２５年 平成２６年 平成２７年 

（人） 

男性 女性 

６１．９％ 

３８．１％ 

６２．１％ 

３７．９％ 

５９．５％ 

４０．５％ 

３５．２％ 

６４．８％ 

４２．８％ 

５７．２％ 



別表６　　不法就労者の年齢別構成

単位（人）
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総数 0 42 1,202 2,016 1,566 1,053 719 591 362 241 181
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別表７　　不法就労者の就労期間別構成
単位（人）

６月以下 １年以下 ２年以下 ３年以下 ５年以下 ５年超え 不詳 合計
総数 2,568 1,718 1,288 475 487 1,347 90 7,973
男性 1,621 1,141 820 319 329 885 52 5,167
女性 947 577 468 156 158 462 38 2,806

別表８　　不法就労者の就労期間別推移
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別表９　　不法就労者の稼働場所別構成

合計 男性 女性 単位（人）

総  数 7,973 5,167 2,806
1 茨城 1,714 1,109 605
2 千葉 1,238 787 451
3 東京 1,086 770 316
4 愛知 757 425 332
5 神奈川 638 441 197
6 埼玉 595 455 140
7 群馬 451 312 139
8 大阪 252 150 102
9 栃木 193 96 97
10 静岡 127 79 48
11 長野 119 55 64
12 三重 108 70 38
13 兵庫 104 64 40
14 岐阜 101 54 47
15 山梨 52 36 16
15 福岡 52 39 13
17 福島 25 12 13
18 北海道 23 16 7
19 京都 22 12 10
20 新潟 20 9 11
21 宮城 19 13 6
22 石川 15 11 4
22 滋賀 15 10 5
24 熊本 14 5 9
24 沖縄 14 11 3
26 岡山 12 9 3
26 広島 12 5 7
28 山口 9 1 8
28 徳島 9 5 4
30 山形 8 7 1
31 岩手 7 3 4
31 香川 7 5 2
31 愛媛 7 1 6
34 福井 6 1 5
34 大分 6 2 4
36 富山 4 0 4
37 青森 3 1 2
37 秋田 3 2 1
37 奈良 3 1 2
37 和歌山 3 2 1
41 高知 2 1 1
41 長崎 2 2 0
43 鳥取 1 0 1
43 宮崎 1 0 1
43 鹿児島 1 0 1
46 島根 0 0 0
46 佐賀 0 0 0
48 不定 113 78 35



別表１０　　不法就労者の就労内容別構成

単位（人）

職種 農業従事者 建設作業者 工員
その他の

労務作業者
ホステス等

接客業
その他の

サービス業従事者 その他 総数

全　体 1,744 1,638 1,342 686 523 425 1,615 7,973

単位（人）

職種 建設作業者 農業従事者 工員
その他の

労務作業者 調理人
その他の

サービス業従事者 その他 総数

男　性 1,622 1,113 857 543 140 118 774 5,167

　 単位（人）

職種 農業従事者 ホステス等
接客業 工員
その他の

サービス業従事者
ウエイトレス・

バーテン等給仕 皿洗い その他 総数

女　性 631 490 485 307 165 148 580 2,806
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別表１１　　不法就労者の報酬（日額）別構成
単位（人）

３千円以下 ５千円以下 ７千円以下 １万円以下 ３万円以下 ３万円超え 不詳 総数
全体 251 1,547 3,638 1,945 221 94 277 7,973
男性 83 803 2,432 1,530 137 37 145 5,167
女性 168 744 1,206 415 84 57 132 2,806

別表１２　　不法就労者の報酬（日額）別推移

３千円以下 ５千円以下 ７千円以下 １万円以下 ３万円以下 ３万円超え 不詳 合計
平成２５年 368 1,680 2,305 1,617 249 25 794 7,038
平成２６年 270 1,136 2,882 1,932 240 22 220 6,702
平成２７年 251 1,547 3,638 1,945 221 94 277 7,973

３千円以下 ５千円以下 ７千円以下 １万円以下 ３万円以下 ３万円超え 不詳 合計
平成２５年 5.2 23.9 32.8 23.0 3.5 0.4 11.3
平成２６年 4.0 17.0 43.0 28.8 3.6 0.3 3.3
平成２７年 3.1 19.4 45.6 24.4 2.8 1.2 3.5
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